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発展途上国の環境政策と

先進国企業 の参入 ・退 出(1)*

1は じ め に

林 宰 司

Pearson[1985ユ お よびLeonard[1988]は,環 境規制 の差異 は,環 境規制の

厳 しい国か ら環境規制 の緩 い国(汚 染逃避地)へ と汚染集約 的.産業(Pollution

IntensiveIndustry)が 流 れ る こと.を促す ことになる と指摘 してい る。 これは,

汚 染逃避 地(PollutionHeaven)仮 説,あ るい は産業逃避(lndustrial1"light)

仮 説 と呼 ばれ ている。地球環境問髄 の重要部分 は,南 北 問題 に象徴 され るよう

に,先 進 国企業1,の グローバルな活動 を中心 とする 世界の経 済構 造 自体に原因

が根差 してい る側面があ る。先進 国企業 の発展途上 国へ の参人 は,途 上国への

環境対策技術 を含む技術 移転 に よる環境保全 の促進 と,市 場経済化に よる生産

拡大 ・競争激化 による環境悪化 とい う,相 反す る2つ の側面 を持 っている と思

われ る。 しか し,実 際には 「公害輸 出」 と呼ばれ るような先進国企業参入の負

の側面が問題 とな る場合が少 な くな く,汚 染集約的産業 を手がけ る先進国企業

は環 境規 制 の厳 し.い国か ら緩 い 国へ と ヒ ッ ト・エ ン ド ・ラ ン戦 略(Hitand

RunStrategy)`的 に移転 してい る。 これで は,先 進国企業 の行動が加 速的 に

*本 研究 は文部省科学研究費補助金 〔日本学術振 興会特別研 究員奨励 費)に よる研究成.果の一部

である。本稿 の粗稿 に対 して,環 境経済 ・政策学会2DOロ年大 会において,関 西学院 大学天野明弘

教授 よ り詳細 なコメン トを頂いた。記 して感謝 したい.な お,あ り得べ き誤 りは全 て筆者の責任

である.

1)本 稿 にお ける 「先進国企業」 とは,国 界 全体 で立地 を最適化す る企業 を考 えてお り,具 体的に

は多国籍企業 と理解 して差 し支えない。 ただ し,本 稿 の分析 におい ては多国籍企業の組織 的特徴

をモデルで記述 していないので,単 に 「先 進国企業」 としてい る.

2)ヒ ット ・エ ン ド・ラン戦 略 とは,既 存企業が価格 を切 り.ドげ るまでの間,参 入企業が正 の利潤

を獲得 し,事 態に気付 いた既 存企業 がそれに対す る適 切な対応 を取 った時点で産業 か ら撤退 し/
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環 境 破壊 を拡大す る結果にな りか ねない。

既存の研究では,環 境 規制 や環境費用が貿易パ.ターンに影響を与 える とい う

もの と,影 響を与えない とす る ものの両方があ る。理論的な研究 では影響 を与

えるとい う結果 を示す ものが多い。代表的な もの として,環 境規制 を逃れ るた

めの資本移動 を指摘 したMcGuire[1982]や,途 上国の国内汚染 を生 み出す輸

出品への課税が交易条件 を悪化させる こ.とを示 したBatabyal[1994]な どがあ

る。実証的 な研究で は,環 境規 制や環境費用 が影響す るか否か にっし・て2通 り

の結果があ るが,影 響 がない とす る ものの方が有力であ る。影響 がある とす る

も.のには,Ugelow[198剖,Whalley[1991]が あ るが,こ れ らは異 なる環 境

基準の下での環境費用 を計算 し,そ の相違か ら言及 した にとどま る。影響が な

い とす る もので は,Tobey[1990]は,多 部 門ヘ クシャー=オ リー ンモデ ルを

用 い て環 境規 制 の強 さが 比較優 位 に影 響 を与 え るか ど うか を実 証分析 し,

1960-70年 代 に先 進国で支 出された環境 に関わ る費用が貿易 パ ター ンを変 える

ほ どには大 きくなか ったことを示 してい る。 この結 果か らす る と,汚 染集約的

産業 の世.界にお ける地理的分布 も,環 境規 制によって影響 を受 けてい ない こと

にな る。 また,Walter[1982a],[19821)]は,部 分 的 にはそ の可能性 を認 めつ

つ も,環 境規制め強化 によって大 量の企業 の移動が もた らされた証拠 はない と

してい る。

先行 の実証研 究では,環 境規制 は企業 ない し産業 の立地 に概ね影響 を与 えな

い とい う結果を示 してい るが,そ れはマクロベ ースの話であ る。 ミクロ的にば

環境規制 に影響を受けて海外 生産 に移行 したとい う事例 はた くさんあ り,企 業

行動 に影響 を与えている ことは間違 いない。環境規制 は,労 働,資 本,技 術 に

関 して他の地域 と比べて比較劣位 を持つ セクターや企業 においては,限 界的 に

負 の影響 を持つで あろ うと考 えられ る。 この点 につ いて,DECD[1993]は,

「環境規制の負の影響は,環 境遵守費用が総費用 に占め る割 合(2%以 上)と

投資 に占め る割.合(環 境 費用 はい くつか のセクターにおいて は総投資 の18%～

＼てしまうという戦略。
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20%と 推計 される)が 平均以上である特定の汚染集約的セクターや資源 セク

ター(化 学,鉱 業,石 油精製,紙 パルプ)に とっては,よ り大 きいだろう。」

と指摘 している。 しかし,国 際的な環境基準の差異と企業行動 との関係につい

ては,産 業組織の観点からの研究はあまりなされていない。

多 くのアジア諸国は,日 本の経済発展プロセス.にならっているが,そ れは開

発優先政策を推進 していくための 「日本モデル」であって,環 境政策が進み日

本経済の質が改善された過程での 「日本モデル」ではない。途上国が後発性の

利益を十分に享受するためには,前 者ではなく後者の 「日本モデル」にならわ

なければならない。さらに,口 才で環境問題が克服されたとしても,日 本企業

.の進出とともに公害が移転されたのでは,公 害を他国に押し付けただけで,本

質的な問題の解決にはなっていない。この点からも,発 展途 ヒ国の環境政策 と

先進国企業の行動 との関係を理論化することが重要であると考えられる。

従来の分析によく用いられているヘクシャ一直オリーンモデルでは,財 の国

際移動は自由に行われるが,生 産要素の移動範囲は各国の国内に限られると仮

定されている。財 と生産要素の国際移動性に関するこの非対称的な仮定は,国

際経済の現実を反映するものとは言えない。多国籍企業の活動を見ればわかる

ように.生 産要素の中でも,特 に資本は財 と同じように,場 合によっては財以

上 に国際的に自由に移動する。また,Hirsch[1976]は,も し,投 資先回の

(管理費用,マ ーケティング費用および外国の慣れない環境で生産を行なう不

便に起因する費用を含む)生 産費用が(マ ーケティング費用を含む)本 国での

生産費用よりも小さければ,企 業は輸出よりも海外に投資することを選択する

と述べている。そこで,本 稿では,従 来の貿易理論 とは異なる枠組で,産 業の.

国際的移転の媒介主体となる企業に焦点を当てて分析を試みる。先進国企業の

行動を中心に,発 展途上国の環境政策の視点か ら,公 害輸出のメカニズムを解

明した上で,先 進国企業の行動が途上国経済Q発 展,お よび環境保全 をもたら

すための経済的条件及び公共政策のあり方について考察する。
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IIモ デルの設定

(43)43

こ こで扱 うモデルは,コ ンテ スタビリテ ィ理謝 を前提 と し,発 展途上 国の

経済が工業化 とともに市場経済化 され る比較的初期 の段 階の寡 占的な状況 を考

える。途上国経 済を牽引する産業部 門(工 業部門)に,先 進 国企業が参入す る

場合を想定 し,こ の産業部 門は寡 占かつ コンテスタブルな市場で ある とす る。

具体的 には鉄鋼 業の高炉や石油化学工業 におけるプラン トのよ うな大規模 な装

置 を使 用す る製造業 を念頭 に置い てい る。

コ ンテ スタブルな市場 の仮定 とは以下の5つ であ る、,

1.寡 占 市場,各 企業の生産物 は同質的

2.参 人 ・退出 の自由

3.各 企業 の費用関数 は同 じCω

4,規 模 の経済性 の存在

5.参 入 ・退 出の費用 はゼ ロ

途上国で は工業化 を外 国資本 に依存 してい る傾 向が強い%そ のため途上国

において経 済発展 のための外資導入 は,工 業部 門に集中的になされ ている。工

業においては生 産のための工場 ・機械 などの設備 が必 要であるた め,事 業の立

ち上げのための固定 費用が存在 し,規 模 の経 済性 が存在す る と考 えられ る。 ま

た,発 展段 階の初期 にあ る国におい ては,比 較優 位 を有 す る産業 は農業 ・林

業 ・鉱 業な どの...一次 産品 を産出ず る産業で あ り,工 業 はまだあ ま り発展 してい

ないので,参.大 してい る企業は数社で寡 占的産業で あると考 えて よいで あろ う。

市場 に対す る参 入や退出 は自由であ り,途 上国側 は外資導入 に際 しては法人税

の軽減 な どの誘致策 を とっている5}の で参.入に必要 な費用 は小.さ く,ゼ ロに近

い と考 えられ る。外資の誘致競争 が起 きているような状 況 ドでは,参 入 のた め

3)コ ンテスタピリティの理論については,BauInol,PanzerandWil】ig[1982]お よびBaumol

[19821を参照。

4)発 展途上国の外国投資導入状況については,北 村[1993]を 参照.

5)ア ジアの途ヒ国の外資優遇政策については.森[1997]が 詳しい.

」
伽

騨
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の固定費用 は ほぼゼ ロに近 い と考 えて良か ろ う。 さ らに先進 国の外資企業 は

徐 々に現地化 の色 を強 め,最 終的 には途 ヒ国側 に売 り渡 され独立採算 の現地法

人化される場 合が多 く,こ の場合 には売却 によって投下資金 を回収で きるので

固定費用がサ ンタされず退 出の費用 もゼロであ るとみなす ことが で きる。

先進国企業が外資 導入政策 によって途上国の工業部門 に参 人す る場合 に,い

ま,上 で述べた条件 に加 えて,各 企業 は同質的 な生産物 を生産 し,同 じ費用 関

数 を持つ もの と仮 定す るδ1。この仮 定に よ り,こ の市場 は コンテス タブルな市

場であ る。

III外 部不経済が存在 しない場合

外部不経 済が存在 しない場合 は,BaumQlら の モデルの構造 と同様で あるが,

こ こで は後 の分析のため に確.課 してお く。

いま,長 期的 に安定でないが実現可能 な産業構造が均衡産業構 造 として成立

していた場合 を考 える(第1図 参照)。 い ま,現 地企業 が価 格?*を 付 けてい

た とす る。 この とき,価 格を戦略 とす るベル トラ ンのゲームを考 えると,こ れ

か ら参入 しよ うとす る先進国企業 は が よ り低い価格 ρ.を付 けることによって

需要 をすべ て自分の もの とす ることがで きる。 しか し,そ うす ることは自分の

生 産量 を ρに対応す る需要母 野にまで押 し上げ る ことにな り,そ の結果平均

費用が価格 を上 回っ.てしまう。 したが って,価 格 だけが戦略変数 の場合 には,

ベ ル トラン=ナ ッシェ均衡は ρ*ζ な り,先 進国企業 は参.太 しない。

しか し,価 格 と生産量両方の組み合 わせを戦 略 とす る場合,結 果.は異 なる。

現 地企業 が ρ*の 価 格を付 け,ジ の生産 を行 な ってい る とす る。先進 国企 業

6)般 には,先 進国企業の費用関数と途L国 企業の費用関数は異なる。先進国企業の操業費用が,

現地企業のそれを大きく下回る場合,独 占になってしまう。したがって、先進国企業と.現地企業

が共存できるのは,操 業費用が近似している場合か,製 品の差別化を行なっている場合である。

ここでは同.の 市場で,先 進国企業の自国での操業費用に輸送費用などを足したものが,途..ヒ国

企業の操業費用に近い場合を考える。先進国企業の費用のうち純粋に生産に関してのみの費用が

途上国企業の費用よりも低いならば,市 場全体の費用を低下させる一因となろう。厳密には,費

用関数の対称性の仮定が置けるのは,途 上国の当該産業市場で先進国企業同上が競争する場合.

あるい1ま合弁企業同士が競争する場.合であ.る。
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注:平 均費用曲線は,個 別企業の平均費用曲線をアグリート

したもの。

は 「ρ*を 下 回る価格 ρ を付 け,ガ の生産 しか行わない」 とい う戦略を とれば,

先 進国企業 は平均費用以上の価 格で.販売 す ることがで きるので,利 潤 を得 るこ

とがで きる.。この とき ヵの価格 の下で需要 は供給 を上 回6て しま うが,先 進

国企業 は自由に買手 を.選択 で きるか ら,損 失 を出 して まで買手の希望に添 う必

要 は ない。 したが って,先 進 国企 業 は この戦 略を とって市 場 に参 入す るが,

が の価格 で 〃*を 生 産す る戦略 は長期 的には存続 し得 ず,長 期 的 に安定で は

ない。

よ り厳密 に分析 を行 なってみ る。既 に参 人 を行 なってい る企.業の数 を"と

す る。任意 の企業 ガは生産量 〃,を戦略 として決定 す る。実現可能 な産業構造

とは,次 の2つ の条件 を満たす産業構造{(鍵,盆,…,醗),ρ*}で あ る。

(1)Σ 罐=D(ρ*)
ゴ=1

(2)任 意 の ゴについて,が 酵 ≧6(瀦)

ま た,長 期的 に安定な産業構造は;さ らに次 の条件 を満た していな ければな ら

ない。

〔3>ρ<が,〃 ≡ρ(ρ)を 満 たす任意の φ,〃)に 対 して,py≦C(ψ
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当該 産業が1～5の 条件 をすべて満た しているのに,こ の産業で長期的に安

定でないが実現可能 な産業構造{(〃1,勉,…,写 。),ρ*}が 均 衡産業構造 として成

立 している場合,こ れか ら参入す る先進 国企業 は次 のよ うな ヒッ ト・エ ン ド ・

ラン戦略を とる ことがで きる。

働 長期 的に安定で ないか ら ρ〉ρ*か つ 〃≦P(ρ)を 満た しなが らρ〃>C(〃)を

も満 たす価 格 と生産量.の組 み合わせ(ρ,蜜)が 存在 す る。先進 国企業 は この価

格 ・生産量 の組 み合わせで実際 にこの産業 に参入す る。

(2)先 進 国企業 の参 入によって,市 場 に既存 の途上 国企業 は利潤 を得 られな く

なる。 したが って彼 らも価格 を下 げる。 この とき先進 国企業 は途上国企業の価

格切 り下げ と同時に産業か ら退出す る。

つ ま り,市 場 に既存 の途上国企業が長期 的に安定 な産業構造 を実現 していな

い ことに付 け込んで,途 上国企業が価 格 を切 り下げ るまで の間,先 進国企業 は

正の利潤 を獲得 し,事 態 に対応 して既存の途上国企業が適切 な策 を とった時点

で産業か ら撤退 して しま う。一方,ヒ ッ ト・エ ン ド ・ラン戦略 に直面 して既存

の途上 国企業群 が長期 的な均衡 として選ぶ ことがで きるの は,ヒ ッ ト ・エ ン

ド・ラン戦略の存在 しないよ うな産業構造,つ ま り長期 的に安定 な産業構造で

なければな らない。長期 的に安定 な産業構造は次 の2つ の場合 に限 られ る。

㊦ パレート最適の場合

(第2図 一A参 照)

(1)ymを 平 均費用が最小化 され る生産量 とす るとき,正 の生 産を行 ってい る

すべて の企業が 伽 を生産 してい る。.

.(2)価 格 は 伽 の下で の平均費用(=限 界 費用)Amに 等 しい。

(3)産 業 の総生産量は総 需要量 に等 しい。 したが って正 の生産 を行 ってい る企

業数 をとすれば,ny.=D(拓)が 成 り立つ。
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第2図 長 期 均 衡

Aパ レー ト最適 の とき

P皿

個別企業の
限界薮用曲線

個別企業の
平均費用曲線

需要山線
D(P)

産業全体の
限界費用曲線

産業全体の

平均費用曲線
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Lド均費用曲線

　

:需 要 曲線

iD(P)
1
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② ラムゼイ最適1の 場合

(第2図 一B参 照)

口)正 の生産 を行な っている企業 は1企 業だけで,独 占である。

② その生 産量 を 〃。とす れば,価 格 は 〃。の生産 の下での平均費用

AC=C(軍 。)伽 に等 しい価格であ る。

(3)こ の とき限界費用C(〃 。)は平均 費用paを.ド 回 る。.

① の場合 は,す べての企業が,平 均 費用が最小 となるような生産量で生産を

行 ってお り,か つ,同 時 に需要曲線 が〔3)を満た している状態であ る。 したが っ

..7)企 業に最低限ゼロの利潤を与えるという制約条件の下で,総 会繭を最大化している状態.
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第3図 時間の経過と費用の低 ド

短期の費用曲線

/ パレー ト最適の状態
ラムゼイ最適の状態

0.y

て,こ の状態 は完全競争 の下で の長期均衡 と等 しく,パ レー ト最適な資源 配分

が達成 される。一 方,② の場合 は,独 占企業 の生産量 が 蜘 以 下であ り,し か

も平均費用規 制の下で価 格決定 を行 なってい る場合 に等 しい。 この場合,パ

レー ト最適 な資源配分 は成立 していないが,次 善 のラムゼイ最適 な資源配分が

達成 される。 したが って,先 進 国企業 の参 入によ って途上国の この市場ではパ

レー ト最適か次善 の資源配分 のいずれかが達成 され る ことがわか る。 しか し,.

短期均衡 か ら長期均衡 に至 る過程 で費用曲線が 下に低下 してい く様イ・は,技 術

が時間に関 して連続(技 術進歩)の 場合 は時間の経過 とともに徐 々に進行 し,

技術 が時間に関 して不連続(技 術 革新)の 場 合には急激 に費用 曲線の低.Fが 起

こる。 ここで,時 間が技術 に関 して連続であ る場合 を仮定す る と,時 間の経過

による費用の低減 は第3図 のよ うになる。過去 に可 能で あ った生産方法 は現在

で も可能 なはずであるか ら,任 意 の時点 の費用 関数 は過去 の費用 関数 の包絡面

になってい なければな らない。 この ことか ら,先 進国企 業の利潤 がは じめてゼ

ロになるのはパ レー ト最適 の場合で あ り,よ って先進国企業 の参入によ って も

たらされ る長期的 に安定な産業構造 は,パ レー ト最適 な状態 であ ることがわか

る%

8)ラ ムゼイ最適な状態に至るのば,先 進国企業の参入以外の異なる要因によってである。ただ/
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以 上 よ り,先 進国企業は外資誘致政策 などによって参入 ・退出の費用 がゼロ

であ るときには,途 上国の市場構造が長期的 に安定 な状 態にな るまで参入 して

利潤 を上げ,利 潤が得 られな くなると撤退す るもの と考え られる。先進国企業

の製造拠点の国際移転 は ヒ ット・エ ン ド・ラン戦略 によるもので ある と解せ る。

一方
,途 上国では,先 進 国企業 の参人 によ り,よ り効率 的な資源配分が達成 さ

れ る。 レたがって,先 進 国企業の参入 ・退出賦 外 部不経済 を考慮 しない場合,

経 済厚 生を上昇 させ る。
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